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序  行政経営の推進に向けて 

平成 20 年 4 月、基本理念を「人とまち みんなで創る 国際文化都市」とし、三沢市の

今後 10 年間の新たな行動指針となる三沢市総合振興計画がスタートしました。この計画で

は、地方分権の進展、少子高齢社会の到来や地球規模での環境問題など、地方自治体を取

り巻く環境が大きく変化する中で、計画に定めた取組を着実に実行するためには、市民と

の協働による地域づくりを進めるとともに、より効率的で効果的な計画の推進体制を構築

する必要があることから、今後の新しい行政運営のあり方として、行政経営システムを確

立することとしました。 

行政経営システムとは、計画の目標達成に向けて、ＰＬＡＮ（計画）、ＤＯ（実行）、Ｃ

ＨＥＣＫ（評価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）によるマネジメントサイクルを確立し、効率的か

つ効果的な行政運営を行うための体系的な仕組みです。 

このため、本プランは、三沢市総合振興計画の目標達成と目的・成果志向による新しい

行政運営体制の確立を目指し、行政経営の推進に向けた基本的な考え方と具体的な取組を

示すものです。 

 

 

第１ 行政経営の基本的な考え方 

 
Ⅰ 行政経営の目的 

 
１ 行政経営の背景と必要性 
（１）「行政管理」から「行政経営」へ 

右肩上がりの経済成長時代には、歳入の増加に見合った行政サービスの提供が当然

とみなされ、政府や地方自治体では、投入する予算又は事業費などのインプットと提

供する公共財やサービスなどのアウトプットの管理を中心とする行政運営が行われて

きました。しかしながら、今後ますます厳しくなることが予想される財政状況の下で、

複雑多様化する数多くの行政課題に的確に対応し、市民が真に必要とするサービスを

維持していくためには、管理中心による従来の行政運営手法を大胆に見直し、限られ

た行政資源の最適な配分を旨とする、市民本位かつ成果（アウトカム）を重視する経

営型の行政運営手法へ転換を図ることが求められています。 
   （２）地方分権の進展 

これまでの地方自治体は国の統治機能の一部を担う行政機関と位置付けられ、国の

命令や指導に従う義務を負い、法令や通達に従い手続きを重視する行政運営を主とし

てきました。しかしながら、平成 12 年（2000 年）に施行された地方分権一括法によ

り機関委任事務が廃止され、国と地方は対等の関係となり地方分権が進展した一方、

地方自治体には自己責任、自己決定が求められ、これまで以上に地域課題に対する自

治体の責任と能力が問われています。 
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   （３）新しい公共の概念 

国と地方の関係や役割が変化する一方で、従来行政が独占してきた公共サービスの

分野において、ＮＰＯ、市民団体や地域団体、あるいは企業等、民間の役割が大きく

なり、いわゆる「新しい公共」と呼ばれる公共領域の拡大とそれを支える新しい担い

手の出現が見られます。これからの自治体運営においては、行財政改革を一層推進す

ることは当然のこと、地域経営という視点に立って、新しい公共を支えるこれらの多

様な主体と対等の立場で相互に補完、協力し合うことにより、新しい地域づくりや地

方自治の確立に取り組むことが求められています。 
 

２ 行政経営の目的 
（１）行政の内部変革 

厳しい財政状況や変化の激しい社会経済環境に的確に対応するためには、これから

は成果、スピード、コストを重視する自治体運営が求められます。これから取り組も

うとする行政経営の推進とは、管理中心の行政運営手法を見直し、ＰＬＡＮ（計画）、

ＤＯ（実行）、ＣＨＥＣＫ（評価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）によるマネジメントサイク

ルの確立とともに、行政経営体制の基盤となるトップマネジメントの強化や組織の改

革など、新しい時代に適応した行政の内部変革を目指すものです。 
（２）行政の外部変革 

行政経営の推進は、行政内部の変革をもたらすのみばかりでなく、地域をマネジメ

ントするという自治体の新たな役割を踏まえ、ＮＰＯや市民・地域団体等を対等なパ

ートナーとして位置づけ、協働による地域づくりを推進するための行政の外部変革を

目指すものです。 
（３） 行政経営の目的（目指す姿） 

これまで行われてきた行政改革は、事務事業や補助金の見直し、組織機構のスリム

化、業務の民営化や民間委託に代表されるように、簡素で効率的かつ効果的な行財政

運営の基盤確立のための行政コストの削減を主たる目的としていました。これに対し

て、本プランに基づき進める行政経営による新たな改革は、今後ますます縮小が見込

まれる経営資源を使って、どのように質の高い行政サービスを維持し、市民の満足度

を高めていくかを重視するものです。 
つまり、行政経営の推進とは、限られた資源を最大限に有効活用し、行政運営の最

適化を図ることにより、市民本位かつ成果志向型による質の高い行政サービスを提供

するための新たな改革を進めるものであると同時に、新しい公共空間の創出（公共を

担う多様な主体の参加）を促し、地域協働型社会の実現を目指すものです。 
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Ⅱ 行政経営システム（行政経営推進体制）の確立に向けた取組方針 

 
１ 基本目標 

行政経営の最適化を図るため、ＰＤＣＡによるマネジメントサイクルを確立し、予算

及び人員等の経営資源の配分やそれらを基に行う行政活動（事務事業）に対する指揮及

び調整を効率的かつ効果的に実行するための体系的な仕組みを構築します。 
このことにより、常に市民の視点に立ち、目的・成果志向型の行財政運営を行うとと

もに、行政活動全てにおいて必要性・有効性・効率性を追及しながら、一貫性のある継

続的な改善を行う体制を確立します。 
 

２ 行政経営システム（行政経営推進体制）による改革の方向性 
（１） 新しい行政評価システム及び財政評価の実施 

成果志向型の行政経営を推進するため、政策体系を包括し、計画と評価が連動した

業績測定型の新しい行政評価システムを実施します。 
この新しい行政評価システムでは、政策・施策・事務事業における取組が相互に連

携し、効果的に実施され、総合振興計画に掲げる目標を達成しているかを評価すると

ともに、評価の客観性確保と市民参画の観点から外部評価を実施します。 
また、民間企業の会計手法を活用して、市の財政状況を中・長期的な視点から分析

し評価を行う、財政評価を実施します。 
（２） マネジメントサイクルの確立 

総合計画、財政・予算、組織・人事の連携強化を図るとともに、各関連諸制度にお

いて評価を活用する体制を整えることにより、評価を起点とするマネジメントサイク

ルを確立します。 
（３） 組織マネジメントの改革 

トップマネジメントの強化をはじめ、行政課題に迅速かつ的確な対応を可能とする

組織改革、重要な経営資源である職員の能力を最大限に引き出す人材育成と人事管理

など、行政経営を推進するための体制基盤の確立を図るため、組織マネジメントの改

革を進めます。 
（４） 地域協働の推進 

新しい公共を担う多様な主体の参加と協働によるまちづくりを進めるための新し

い仕組みづくりや行政経営情報の公開と共有により、行政経営における地域協働を推

進します。 
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行政経営システム（行政経営推進体制）の概念図 
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第２ 行政経営システム（行政経営推進体制）の構成及び取組 

 
Ⅰ 新しい行政評価システム及び財政評価の実施 

 
１ 新しい行政評価システムの実施 
（１） 評価の目的 

評価を起点とするマネジメントサイクルの確立を図るとともに、市民に対する行政

の説明責任の確保、市民満足度向上の視点に立った成果等を重視する行政の推進、簡

素で効率的な行政運営に資することを目的とします。 
（２） 評価の体系及び方法 

評価の体系及び方法は次のとおりとし、政策・施策・事務事業等の体系を考慮しな

がら、目標（指標）の達成状況の評価を行う業績測定型の評価手法を中心とした評価

を実施します。 
（ア） 政策評価 

三沢市総合振興計画の着実な推進を図るため、前期基本計画に掲げた政策目標

がどのように達成されたかを市民の視点から評価することとし、関係指標に基づ

く施策評価に加え、市民満足度及び社会経済指標等による現状の課題分析を行い、

市の政策展開の方向性や施策の妥当性などを評価します。政策評価は前期基本計

画最終年度に実施します。 
（イ） 施策評価 

前期基本計画に設定された関係指標に基づき、施策目標の達成状況や事務事業

の有効性を評価することにより、施策展開の方向性や事業の妥当性などを評価し

ます。施策評価は前期基本計画の中間年度から最終年度にかけて実施します。 
（ウ） 事務事業評価 

施策目標を達成するための手段としての事務事業について、毎年度適切な進行

管理を行うため、事務事業の進捗状況や成果の点検を行います。事務事業評価は

毎年度実施します。 
（３） 評価結果の活用等 

評価結果は、施策や事務事業等の企画立案、予算編成、行政サービスの改善・向上

等に適切に活用するとともに、説明責任の徹底を図るため、原則としてすべて公開す

ることとします。 
（４） 収支均衡策としての事務事業の見直しとの関係 

収支均衡策としての事務事業の見直しは、財政運営計画作成や予算編成時において

専ら行政コストの削減を目的として取り組んできたものですが、新しい行政評価シス

テムにおいては、コスト削減や効率性向上の観点はもちろんのこと、計画の進行管理

と行政評価を一体的に行い、計画に掲げられた目標がどのように達成されたかという

観点から成果（アウトカム）重視の評価を行うものです。 
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２ 市民参画の観点からの外部評価（フォローアップ評価）等の実施 
（１） 外部評価（フォローアップ評価）の実施 

新しい行政評価システムの実施に当たっては、客観性の確保及び市民参画の観点か

ら、行政改革推進委員会及び総合開発審議会等による外部評価（フォローアップ評価）

を実施することとし、市民の視点による外部の意見を評価に反映させます。 
（２） 学識経験者の知見の活用 

より適切かつ信頼性の高い行政評価システムの構築及び実施を図るため、学識経験

者の知見を活用することとし、行政評価等を専門とする学識経験者を行政評価アドバ

イザーとして委嘱し、専門的立場から行政評価の制度及び実施について意見を頂くこ

ととします。 
（３） 市民意識調査の実施 

政策目標の達成度は市民の視点から検証することが重要であることから、政策評価

の実施に当たっては、政策に対する満足度及び重要度等を把握するため、市民意識調

査を実施します。 
また、この市民意識調査の実施に当たっては、年齢階層や施策分野ごとの意見を分

析するため、必要に応じてグループインタビュー等を実施します。 
（４） 行政サービス市民評価の実施 

市民本位かつ市民満足度を高めるため、行政サービスの更なる向上を目指し、行政

サービス市民評価を実施します。 
 
３ 財政評価の実施 
（１） 地方公会計改革に基づく公会計の整備促進 

簡素で効率的かつ透明性の高い行政経営を推進するため、国の基準に準拠し、発生

主義の活用及び複式簿記の考え方の導入を図り、貸借対照表、行政コスト計算書、資

金収支計算書及び純資産変動計算書の４表の整備並びにこれらの情報公開を進めま

す。情報公開に当たっては、財務指標等の評価を加え、市の経営状況について市民に

わかりやすい説明を行うこととします。 
（２） 資産・債務管理の推進 

財務書類の作成・活用等を通じて資産・債務に関する情報開示と適正な管理を一層

進めるとともに、未利用財産の売却促進や資産の有効活用等を内容とする資産・債務

管理の徹底を図ります。 
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Ⅱ マネジメントサイクルの確立 

 
１ 総合計画、財政・予算、組織・人事の連携強化 
（１） 総合計画に基づく事業管理と財政・予算との連携強化 

予算は総合計画に掲げる政策目標達成のための最も重要な手段であることから、三

沢市総合振興計画実施計画事業の進捗状況を踏まえた予算編成を図るなど、総合計画

に基づく事業管理と財政・予算との連携強化を図ります。 
（２） 政策・施策・事業体系に即した組織目標の設定 

成果志向型の行政経営の推進に当たっては、政策体系に沿った組織毎の目標を明確

にし、その目標達成に向けたマネジメントサイクルを展開していくことが重要である

ことから、三沢市総合振興計画に基づく政策・施策・事業体系に即した組織目標を設

定することにより、総合計画と連動した目標管理型マネジメントを推進します。 
（３） 政策目標達成のための組織編成及び人員配置 

効率的かつ効果的な組織運営に当たっては、その機能性を確保すると同時に目的志

向を追求することが重要です。このため、行政経営の推進に当たっては、目標達成の

ための施策や事業展開の方向性の変化に対応した組織編成や人員配置を柔軟かつ弾

力的に行います。 
 
２ 評価を起点とするマネジメントサイクルの確立 
（１） 徹底した現状分析と市民ニーズの検証 

行政課題に的確に応える政策等の企画立案や予算等の行政資源の配分を実施する

ため、徹底した現状分析や市民ニーズの検証が基本であるとの認識の下、これらの検

証や評価を起点とするＰＤＣＡによるマネジメントサイクルを推進します。 
（２） 各関連諸制度における評価の活用 

ＰＤＣＡによるマネジメントサイクルを推進するため、評価を事業の企画立案及び

予算編成等に適切に活用するための体制を整えるとともに、評価に対する職員の意識

改革を図ります。 
 
 

Ⅲ 組織マネジメントの改革 
 
   １ トップマネジメントの強化 

（１） 行政経営会議（仮称）の新設 

明確な行政経営理念の下、トップマネジメントの強化を図り、迅速かつ効率的・効

果的な行政経営を推進するため、総合振興計画など市の将来構想や長期計画に関する

事項、予算編成方針や重要施策・重要事業に関する事項、財政運営計画、行財政改革、

機構改革など、行政経営の根幹をなす制度に関する事項等について協議し、意思決定

を行う最高機関として、市長、副市長及び各部局長から成る行政経営会議（仮称）を

新設します。 
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また、行政経営会議（仮称）で示された政策方針の下、政策推進のための調整機能

強化を図るため、行政経営会議（仮称）の下部組織として、政策調整会議（仮称）を

設置します。 
（２） 行政経営推進体制確立のための機構改革 

限られた行政経営資源を最大限に有効活用し、効率的かつ効果的な施策・事業を推

進していくためには、企画政策立案と財政運営計画及び予算編成を一体的に進めてい

くことが必要です。このため、平成２１年度機構改革において政策推進部及び企画財

政部を統廃合し、行政経営を所掌する部として政策財政部を設置します。 
 

２ 行政課題への迅速・的確な対応を可能とする組織改革 
（１） 各部局の権限・責任の明確化とリーダーシップの発揮 

行政経営会議（仮称）をはじめとするトップマネジメントにおいて、各部局の権限

と責任の明確化を図るとともに、部局長のリーダーシップが十分に発揮される組織運

営を目指します。 
また、総合計画に基づく目的・成果志向型の行政経営を推進するため、組織目標の

設定による目標管理型マネジメントを推進します。 
（２） 応答性の高い柔軟な組織運営 

年度内における事業環境の著しい変化や緊急的な対応が求められる課題に対して

応答性が高く柔軟な組織運営を行うため、部局内におけるプロジェクトチームの設置

や人員再配置など、機動的な組織編成や人事異動サイクルの弾力化を図ります。 
（３） 政策形成機能等の強化 

外部の政策研究グループ等の活用と職員の参加を積極的に進めるとともに、部局の

垣根を越えた政策課題や政策情報の共有を図ることにより、政策形成機能の強化を図

ります。 
また、地方分権時代にあって、従来の国準拠による管理型行政から自立した経営型

行政への転換を図るためには、法律解釈や条例制定が地方自治体の政策目的を達成す

るための重要な手段となることから、職員研修の充実など政策法務に対する職員の意

識や能力の向上を図ります。 
 

３ 職員の能力を最大限に引き出す人材育成と人事管理 
（１） 研修体制の充実と多様な人事交流による人材育成の推進 

行政経営にとって職員は最も重要な経営資源であることから、職員のキャリアアッ

プを支える体系的な研修体制を整えるとともに、国、県や他の地方自治体等との多様

な人事交流を進め、高度で複雑化した様々な行政課題や地方分権に対応できる人材育

成を図ります。 
（２） 職員の意欲を引き出す人事管理 

職員一人ひとりの適性や意欲などをより一層反映した人事配置を行うことにより、

職員の士気、意欲の高揚と職場の活性化、公務能率の向上を図るため、自己申告制度

の一層の活用を推進します。 



 

 - 9 -   

三沢市行政経営推進プラン 

 
（３） 目標管理型マネジメントと連動した人事評価 

組織目標と連動した個人目標の設定と個人の意欲や能力、実績を重視した新しい人

事評価システムを導入することにより、マネジメントサイクルに基づく人材育成と人

事管理を行います。 
 

Ⅳ 地域協働の推進 

 
１ 多様な主体の参加と協働によるまちづくりの推進 
（１） 三沢市まちづくり推進委員会（仮称）の設置 

新しい公共の理念を支える多様な主体の参加と協働によるまちづくりを推進する

ため、地域のまちづくり団体や市民活動団体等が集まり、地域課題の共有や市民活動

の促進等を図る方策等を検討する「三沢市まちづくり推進委員会（仮称）」を設置し

ます。 
（２） 協働のルール策定 

各主体が共通の理解の下に協働のまちづくりを進めるため、民間と行政、あるいは

民間と民間が協働を進める際の基本的な考え方や相互に尊重すべきルールを定める

ための「協働のルール」を策定します。 
（３） 広報広聴機能の充実 

市民の幅広い声を市政に反映させるとともに、地域協働によるまちづくりについて

市民の理解を進めるため、タウンミーティング等の開催、学習機会や情報等の提供な

ど、広報広聴機能の充実を図ります。 
 
２ 行政経営情報の公開と共有 

行政評価結果をはじめとする行政経営に関する情報を積極的に公表し、説明責任の徹

底と情報共有を進めるとともに、各種審議会及び委員会等の会議は原則公開とし、市民

参加の促進とともに、開かれた行政経営と地域協働の推進を図ります。 
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第３ 行政経営システム（行政経営推進体制）の継続的な改善 

行政経営とは、ＰＤＣＡによるマネジメントサイクルの下、組織の明確な目標に向かっ

て常に最適な行政運営のあり方を目指して、一貫した継続的な改善を行うものであり、そ

れ自体が終わりのない取組です。 
したがって、本プランについても常に見直しを行い、改善すべき点があれば速やかに改

善し、また新たに採り入れるべき取組が明らかになれば本プランへ積極的に反映すること

により、「進化する行政経営システム」を目指すものです。 
よって、本プランについては、必要に応じて随時見直ししながら、三沢市総合振興計画

前期基本計画の最終年度において、本プランの各取組についてその実施状況を検証するこ

とにより、後期基本計画における行政経営体制に反映します。 


